


















































Σei およびΣ Ei であり、分析期間中の成長率をそれぞれ gr および gn と記
して、
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ノルウェー 68,440 13.0 3.3 1,408
スイス 58050 16.2 3.7 1,657
デンマーク 52,110 15.6 2.9 1,574 7.2
アイルランド 44,830 13.7 5.7 1,640 4.6
アメリカ 44,710 11.8 1.5 1,797 7.4
スウェーデン 43,530 15.2 1.9 1,576 6.7
オランダ 43,050 13.2 3.0 1,391 5.1
フィンランド 41,360 18.2 4.6 1,714 6.1
イギリス 40,560 13.6 1.3 1,669 5.9
オーストリア 39,750 19.1 5.5 5.4
日本 38,630 18.7 4.2 1,784 4.8
ベルギー 38,460 17.0 1.9 1,571 6.1
ドイツ 36,810 22.2 2.2 1,433 5.2
カナダ 36,650 14.8 2.7 1,738
フランス 36,560 16.8 3.9 1,568 6.1
オーストリア 35,860 11.4 3.5 1,723 5.9
イタリヤ 31,990 21.2 4.2 1,814 4.9
スペイン 27,340 16.0 4.8 1,655 4.7
















































第 3 次産業 製造業の対全国シェア
製造業 建設業
全国 4.82 17.31 8.81 67.20 就業者 生産額
北海道 7.71 8.38 10.64 71.31 2.05% 1.60%
鹿児島県 11.65 11.22 9.96 66.68 0.85% 0.63%
沖縄県 5.87 4.92 11.38 76.32 0.26% 0.16%













60 年－ 75 年
0.890
75 年－ 90 年
0.933
90 年－ 2007 年
0.957
1960 年度 1975 年度 1990 年度 2007 年度
47 地域の歪度 1.559 1.904 3.069 2.704 
上位地域の歪度 1.612 （17 地域） 2.908 （22 地域） 3.665 （23 地域） 3.305 （20 地域）




































　多少データは古いが、S. Illeris（1996) には、Appelebaum and Albin
（1990) によるアメリカについての分析がある。それを示せば、図表４で
ある。













工業、製造業、建設 31 53 16 15 7.96
サービス部門 43 12 45 27 6.91

























全国 1965 年 1975 年 1990 年 2010 年
ａ．総数（人） 47,658,600 53,015,430 61,679,338 59,611,311
ｂ．専門的・技術的職業従事者（人） 2,678,800 4,024,170 7,268,149 8,633,913
　うち製造業（％） 9.51% 8.21% 10.65% 7.59%
　うちサービス部門（％） 85.44% 87.05% 82.16% 89.06%
ｂ／ａ（％） 5.62% 7.59% 11.78% 14.48%
北海道 1965 年 1975 年 1990 年 2010 年
ａ．総数（人） 2,325,925 2,457,260 2,695,884 2,509,464
ｂ．専門的・技術的職業従事者 133,325 187,645 304,013 331,354
　うち製造業（％） 2.71% 2.68% 2.06% 1.33%
　うちサービス部門（％） 88.89% 90.01% 87.80% 87.74%


























　計測時点ｔ年の i 産業の j 職業従事者数を、Lｉｊ（t）、（t-1）年のそれを　
Lij （t-1）として、（t-1）年からｔ年にかけてのi 産業j 職業従事者数の変化は、
Liｊ（t）－Lij （t-1）＝｛ Lij（t）－Ａij }+｛Ａij －Lij （t-1）}              　 （1）












計測期間は、1965 年→ 70 年、70 年→ 80 年、80 年→ 90 年、90 年→ 2000
　135
年、2000 年→ 2010 年である。（部門分割の方法等の詳しい説明は、松本
（2001）を見られたい）。
　専門的・技術的職業従事者数は 60 年の 2,136 千人から 95 年には 8,002
千人へと急増したが、そのうちサービス部門では 60 年には 1,881 千人、
95 年には 6,542 千人と他の部門における増加を圧倒している。その一方で
サービス部門では、比較的に未熟練・低生産性労働であろうと思われる事
務職業、販売職業、保安・サービス職業従事者のシェア合計は、60 年の



















































い。全国的には、1980 → 1990 年期間に職業効果により専門的・技術的職
業従事者が増加している。わずかではあるが、その傾向は 2010 年まで続
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いう仮説である。ただ、2000 → 2010 年には、北海道における職業効果に
よるマイナス幅が大きいことは、より深い分析と考察を必要としている。
　技能工・生産工程作業・単純労働従事者の増加は専門的・技術的職業従
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参考資料 図１ 職業別就業者の増減要因：総計 
 
 
 
 
 
 
参考資料図２ 職業別就業者の増減要因：製造業
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参考資料　図 2　職業別就業者の増減要因：製造業
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参考資料図３ 職業別就業者の増減要因：サービス部門
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参考資料　図 3　職業別就業者の増減要因：サービス部門
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